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備考
１　「開発の目的」の欄には、住宅地分譲、社員住宅、工場建設等の区分を記載すること。
２　「宅地造成工事規制区域」、「上水道施設」及び「消防水利施設」の欄は、該当事項を〇印で囲むこと。
３　「開発区域内の土地の現況」及び「土地利用計画」の欄について、開発区域を工区に分けたときは、工区別内訳表を添付すること。
４　「公益施設の整備計画」の欄には、都市計画法第２９条第１項第３号に規定する公益上必要な建築物について記載すること。
５　記載すべき事項がない場合は、｢該当なし｣と記載すること。
６　「公共施設の整備計画」の欄には、都市計画法第４条第１４項に規定する公共施設について記載すること。
７　「番号」の欄には、添付図書に記載の番号を記載すること。
８　「摘要」の欄には、費用負担の状況を記載すること。
